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元プロ野球選手のキャリア再構築に伴う心理的困難度'）

篠田潤子＊

はじめに

プロ野球選手の引退後の生活は，決して華やかなものではない。プロ野球選手は高い契約金と高年俸

といったイメージで見られがちだが，実働年数が短いことを考えれば，一部の高年俸選手を除いては，

決して待遇がいいとはいえない。この点について，篠田(2003,2004)は，１９９１年から２０００年の１０年

間に，日本のプロ野球球団から引退した（海外移籍者，外国人選手は除く）７９２人の引退後の進路を分

析した。その結果，次のことが明らかにされた。（１）日本プロフェッショナル野球協約に基づき，１０年

以上プロ野球選手として球団に在籍して年金を受け取ることができた者は，３４２人(43.1％)であった。

しかも受給は５５歳からであり，その金額は月額１０万円程度である。（２）引退直後に各球団から発表さ

れた元選手の進路を９つに分類したところ，進路を得られず途方にくれた選手(｢未定｣｢挑戦｣）は，２６１

人(33％)に上った。異業種に進んだ者１６９人(21％)を含めると，４３０人(54％)が，全く新しいキャリ

アをゼロから始めなければならなかったのである（表ｌ)。

表ｌ全引退選手の進路別人数（汁７９２人）

元選手に対する面接調査

以上の知見をふまえ本報告では、進路の違いにより，移行経験に差異が見られるのか否かを検討する

ことにした。具体的には，引退した選手に面接調査を行い，その結果を，ＢＡＬＡＮＣＥ尺度(BritishAth‐

leteLifestyleAssessmentNeedsinCareerandEducationScale)により分析する（表２)。

事前調査の結果，引退後の年数が重要であることが明らかになったため，本報告では，引退後１年か

ら５年以内の者，１０名に面接調査することにした。その内訳は，「コーチ」３人，「球団職員」１人，「裏

その一方で，(3)今までのキャリアを生かし，有名性や高収入を得られる「コーチ」か「マスコミ」に

進路を得た者は１５６人(20％)であった。しかし，こうした進路を得るためには，「コーチ」の場合，在

籍年数が重要であり，「マスコミ」の場合は，所属球団が重要であることが明らかになった。
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三井・篠田(2004)を参照（*逆転項目）

1２４

個人的に引退を決めた。

引退時，自分がただのアスリートにすぎないと思った*・

すべてのソーシャルサポートのネットワークを失った*･

引退以前に，スポーツ以外の分野での移行経験をもつ。

引退後もスポーツ関連の活動に参加しつづけている。

引退を見越して，スポーツ以外のキャリアを計画していた。

現役中はスポーツに集中するため，他の分野は見ないようにしていた*・

引退後も社会的，経済的ステイタスは保証されている。

スポーツで培った技術を人生の他の分野で活用することができた。

選手として目標はすべて達成することができた。

スポーツキャリア移行プログラムのサービスを受けることができた。

引退の新しい意味づけができた。
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表２ＢＡＬＡＮＣＥ尺度

方」１人，「マスコミ」１人，「未定」１人，「異業種」３人である。面接は相手が指定した場所で実施し、

約１時間から３時間にわたる話の内容を録音し，忠実に文書化したものをテキストとして使用すること

にした。

それに基づき，（１）引退による困難度の違いを見るために，テキストに基づき，ＢＡＬＡＮＣＥ尺度の１２

項目のそれぞれについて,肯定的に語られたか否かをチェックした。「肯定的に語られた項目数が多いほ

ど，困難度は低い」とみなされた。さらに，（２）クラスター分析（平方ユークリッド距離を使用，Warｄ

連結）を行い，進路別のデンドログラムにまとめた。

結果

（１）ＢＡＬＡＮＣＥ尺度の１２項目について，肯定数の多い順に被面接者の進路をまとめた（表３)。引退

に伴う困難度が低い者は「マスコミ」「コーチ」である。それに対し，困難度が高い者は「未定」「異業

種」であった。

（２）クラスター分析の結果，進路によって，肯定的（否定的）に語った項目が似ていることが明らか

になった。すなわち「裏方」「異業種」「未定」に進路を得た者の回答パターンは類似傾向を示し，一方，

｢コーチ」「マスコミ」に進路を得た者も回答パターンで類似性をみせた。具体的には，「コーチ」「マス

コミ」は“引退を見越して，スポーツ以外のキャリアを計画していた（項目６)"，“選手としての目標は

すべて達成することができた（項目１０)”と語っており，引退後には“引退後も社会的，経済的ステイタ

スは保証されている（項目８)”“スポーツで培った技術を活用することができる職業を得た（項目９)”

と認識していたのである。

表３肯定数順の被面接者の進路
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オ ー デ ィ エ ン ス の能動性概念に関する再考察１２５

考察

被面接対象者全員が“現役中はスポーツに集中するため，人生においての他の分野は見ないようにし

ていた（項目７)'，と語っていた。プロ野球選手は幼い頃から引退までの間，野球だけに没頭してきたか

らである。また“スポーツキャリア移行プログラムのサービスを受けることができた（項目１１)”者もい

なかった。

引退に伴う心理的困難度を軽減するためには，現役中に引退を想定し，準備をすることが必要である◎

そのための支援プログラムなど，ソーシャルサポートの研究が今後必要である。

注

l）本研究は，「三井宏隆・篠IⅡ潤子(2004)元プロ野球選手のキャリア再櫛築に伴う心理的困難度」として[１本社

会心理学会，第４５回大会で発表したものである。
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オーディエンスの能動性概念に関する再考察

一メディア利用過程と利用動機を中心に－

金 徴錆＊

オーディエンスの能動性・受動性概念はマス・コミュニケーション研究において重要な位置を占めて

きた(Biocca,1988;Powereta1.,2002)。しかし，その概念がマス・コミュニケーション研究において理

論的そして方法論的論争の中心になってきたにもかかわらず，オーディエンスの能動性・受動性概念は

明確でないままであり，多くの混乱が存在する(Biocca,1988;Ｐｏｗｅｒｅｔａ1.,2003)。

本研究はオーディエンスの能動'性概念をめぐるこのような混乱を克服し，オーディエンスの能動性概

念をより明確に定義することをその目的とする。

Biocca（1988)は能動的オーディエンスの立場があまりにも拡張されすぎて，意味のない(empty)も

のになってしまったことを示している。Poweretal.(2002)はまた，オーディエンスが能動的であるの

か，受動的であるのかという問題は研究者がとっている理論的立場によるものであると指摘した。

オーディエンス能動性に関する上のメタ研究は，オーディエンスの能動性と受動性を二分法的に捉え

ている。しかし，オーディエンス能動性概念を明確にするためには，その概念をイデオロギー的信念や

研究者の理論的前提という常数としての捉え方ではなくその概念を測定可能な変数として捉えるべきで

ある。


